
 

役員報酬等の支給基準に係る意見聴取について 

１ 趣 旨 

令和2年（2020年）12月1日及び令和3年（2021年）4月1日、それぞれ公立大学法
人熊本県立大学理事長から、地方独立行政法人法（以下「法」という。）第56条第１項
の規定により準用する法第48条第2項の規定により役員の報酬の基準の変更について、
設立団体の長である熊本県知事に対して届出があった。 
評価委員会は、法第56条第1項の規定により準用する法第49条第1項の規定により
知事から「役員報酬等の支給基準」の通知を受け、同条第２項の規定により第三者機関
として客観的及び専門的見地から役員の報酬等の支給の基準が社会一般の情勢に適合し
たものであるかを精査し、設立団体の長に対し意見を申し出ることができる。 

 

２ 手続に係るイメージ図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 変更の概要について    

基準の名称：公立大学法人熊本県立大学役員の給与に関する規則 
 
【令和2年（2020年）12月1日分】 
 

 ・県の給与改定（令和２年（２０２０年）１２月期）に準じた変更を行うもの 
    常勤役員の期末手当 １．７月分→１．６５月分 
 
【令和3年（2021年）4月1日分】 
 

 ・事務局長の給与水準について、県特別職（病院事業管理者）との整合を図るもの 
    基本給月額 ７０６，０００円 → ６５０，０００円に改定 

 ・県の給与改定（令和３年（２０２１年）６月期）に準じた変更を行うもの 
    常勤役員の期末手当 １．６５月分→１．６７５月分 

 

＜参考＞県 特別職の給与改定 

 
改定前 令和2年度（2020年度）改定 令和3年度（2021年度）改定 

6月期 12月期 6月期 12月期 6月期 12月期 

期末手当 1.7 1.7 1.7 1.65 1.675 1.675 

合計 3.4 3.35 3.35 
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県情文第４５３号  

令和２年（２０２０年）１２月１０日  

 

熊本県公立大学法人評価委員会 

委員長 猪股 裕紀洋  様 

 

                             熊本県知事  蒲 島 郁 夫 

 

公立大学法人熊本県立大学の役員報酬の基準変更に係る届出について（通知） 

  このことについて、公立大学法人熊本県立大学より別添のとおり届け出がありました。 

つきましては、地方独立行政法人法（以下「地独法」という。）第５６条第１項の規定

により準用する同法第４９条第１項の規定に基づき通知します。 

なお、本件の届出に関しては、地独法第５６条第１項の規定により準用する同法第４９

条第２項の規定に基づき公立大学法人評価委員会は設立団体の長に対し意見を申し出るこ

とができることを申し添えます。 

 

熊本県総務部 総務私学局 県政情報文書課 

担当：久多見（くたみ） 

TEL：096-333-2061 FAX：096-384-6552 

e-mail：kutami-t@pref.kumamoto.lg.jp 
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県情文第１７号  

令和３年（２０２１年）４月９日  

 

熊本県公立大学法人評価委員会 

委員長 猪股 裕紀洋  様 

 

                             熊本県知事  蒲 島 郁 夫 

 

公立大学法人熊本県立大学の役員報酬の基準変更に係る届出について（通知） 

  このことについて、公立大学法人熊本県立大学より別添のとおり届け出がありました。 

つきましては、地方独立行政法人法（以下「地独法」という。）第５６条第１項の規定

により準用する同法第４９条第１項の規定に基づき通知します。 

なお、本件の届出に関しては、地独法第５６条第１項の規定により準用する同法第４９

条第２項の規定に基づき公立大学法人評価委員会は設立団体の長に対し意見を申し出るこ

とができることを申し添えます。 

 

熊本県総務部 総務私学局 県政情報文書課 

担当：久多見（くたみ） 

TEL：096-333-2061 FAX：096-384-6552 

e-mail：kutami-t@pref.kumamoto.lg.jp 
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令和２年（２０２０年）１２月  

総務部人事課  

 

令和２年１１月定例県議会において給与関係条例が改正され、以下のとおり給与改定

が実施されることとなりました。 

 

１ 期末手当 

  支給割合を次のとおり改定。 

 【令和２年（２０２０年）１２月期】 

  ① 一般の職員の期末手当 １．３月分 → １．２５月分 

   （特定幹部職員の期末手当 １．１月分 → １．０５月分） 

  ② 特定任期付職員・任期付研究員の期末手当 

１．７月分 → １．６５月分 

 【令和３年（２０２１年）６月期及び１２月期】  

   ６月期と１２月期の期末手当の支給割合をそれぞれ均等に配分する。 

   年間の支給割合は令和２年度（２０２０年度）改定後と同じ。 

 

 （参考）期末手当・勤勉手当の支給割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※会計年度任用職員については、令和３年６月期から適用する。（支給割合は一般の職員

の期末手当と同じ） 

一般の職員　　　※（　　）内は特定幹部職員

６月期 １２月期 ６月期 １２月期 ６月期 １２月期

期末手当
１．３

（１．１）
１．３

（１．１）
１．３

（１．１）
１．２５

（１．０５）
１．２７５

（１．０７５）
１．２７５

（１．０７５）

勤勉手当
０．９５

（１．１５）
０．９５

（１．１５）

合　　計

再任用職員　　　※（　　）内は特定幹部職員

６月期 １２月期 ６月期 １２月期 ６月期 １２月期

期末手当
０．７２５

（０．６２５）
０．７２５

（０．６２５）

勤勉手当
０．４５

（０．５５）
０．４５

（０．５５）

合　　計

特定任期付職員及び任期付研究員

６月期 １２月期 ６月期 １２月期 ６月期 １２月期

期末手当 １．７ １．７ １．７ １．６５ １．６７５ １．６７５

合　　計

特別職（知事、副知事、教育長、常勤監査委員、病院事業管理者及び議員）

６月期 １２月期 ６月期 １２月期 ６月期 １２月期

期末手当 １．７ １．７ １．７ １．６５ １．６７５ １．６７５

合　　計

(改定なし) （改定なし）

(改定なし) （改定なし）

３．４ ３．３５ ３．３５

(改定なし) （改定なし）

２．３５ ２．３５ ２．３５

改定前 Ｒ２改定後 Ｒ３年度

３．４ ３．３５ ３．３５

改定前 Ｒ２改定後 Ｒ３年度

改定前 Ｒ２改定後 Ｒ３年度

４．５ ４．４５ ４．４５

改定前 Ｒ２改定後 Ｒ３年度
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